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中間決算の状況
（億円、％）

増減率増減額《連結決算の状況》

前年同期比１７年度

中間期

＋20.9＋129746連結経常費用

△122

△89

＋40

△48.4130連結中間純利益

△28.5223連結経常利益

＋4.3969連結経常収益

《静岡銀行単体の状況》

△100.0
△100.0
△100.0

△91
△60
△18

－
－
－

厚生年金基金代行返上関連利益
貸倒引当金取崩額
固定資産の減損損失（△）

△101.1△127△1特別損益

＋3.3＋26818経常収益

△33.6△100197経常利益

△53.7△227196税引前中間純利益

△51.6△130122中間純利益

業務純益

経 費 （△）

一般貸倒引当金繰入額 （△）

＋2,229.4
△85.9

＋29
△22

31
4

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益

△130.9△68△16臨時損益

＋4.0＋10261基礎的業務純益 ※

△12.9△31213

＋1.1＋4370

－＋4545

＋0.0
＋12.0
＋35.4
＋88.6
＋56.3

＋0
＋9
＋3
＋5
＋4

528
87
13

△0
△3

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋2.9＋18628業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

経常収益 前年同期比 ＋２６億円増収（５期振り）

業務粗利益 前年同期比 ＋１８億円増益（２期連続）

業務純益 前年同期比 △３１億円減益（３期振り）

基礎的業務純益 前年同期比 ＋１０億円増益（２期連続）

連結経常収益 前年同期比 ＋ ４０億円増収

連結経常費用 前年同期比 ＋１２９億円増加

連結経常利益 前年同期比 △ ８９億円減益

連結中間純利益 前年同期比 △１２２億円減益

経常利益 前年同期比 △１００億円減益（４期振り）

中間純利益 前年同期比 △１３０億円減益（４期振り）

トップライン拡大

基礎的業務純益増加
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196

422

16年度上期 17年度上期

税引き前中間純利益

中間決算の状況（前年同期比較）

（億円）

円貨資金利益

＋11

外貨資金利益

▲11
▲4

経 費 増

370

その他臨時･特
別損益等

＋4

特殊要因

＋5

その他業務利益
（内国債等関係損益＋４）

＋13

役務特定
取引利益

2

58.8658.87

61.83

15年度 16年度 17年度上期

60

(％) ＯＨＲＯＨＲ

円貨資金利益 ＋１１億円

うち円貨貸出金利息 △５億円
・ボリューム要因 ＋９億円
・レート要因 △１４億円
うち投資有価証券利息配当金 ＋１２億円

外貨資金利益 △１１億円

米国金利上昇による調達コスト上昇

要

因

～～

(▲70）

▲109

(▲65）

貸倒引当金繰入増

年金代行
返上益等減

▲135

174

特殊要因

▲52業務粗利益
＋１８億円

基礎的業務純益
＋１０億円



与信費用

90

17 21

11

76

14年度 15年度 16年度 17年度上期

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 ＋ 特海債引当勘定繰入額－個別
貸倒引当金取崩額

（億円）
〈与信費用の推移〉

0.18％

0.03％ 0.04％

与信費用：１７年度上期 ７６億円（前年同期比 ＋１３５億円）

・地価下落 ８億円
・債務者区分の変更 ５４億円

・破綻懸念先の予想損失率上昇
による繰入 １８億円

・格上、回収等による個別引当金
取崩 ▲５０億円
合計 ３０億円

0.04％

●

● ● ●

●
0.29％

うち貸倒引当金の算出方法の変
更による増加 ６５億円

貸倒実績率の算定期間を従来の３算
定期間から５算定期間に変更

バーゼルⅡの中で貸倒引当金を算定
する基準となるデフォルト率推計にあ
たって５年以上の観測期間が求めら
れていることへの対応

一般貸倒引当金繰入額 ４５億円（前年同期比 ＋４５億円）

不良債権処理額 ３１億円（ 〃 ＋２９億円）

（うち個別貸倒引当金純繰入額 ３０億円）

貸倒引当金取崩額 ― 億円（ 〃 ▲６０億円）
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不良債権の状況

リ ス ク 管 理 債 権 の 状 況 （ 単 体 ベ ー ス ）リ ス ク 管 理 債 権 の 状 況 （ 単 体 ベ ー ス ）

22%

78%

延滞なし 延滞

10%

90%

延滞なし 延滞

87%

13%

43%

57%

要 管 理 先

開 示 額 3 4 2 億 円

破綻先債権

延滞債権
（破綻懸念
先・実質破
綻先）

3ヵ月以上
延滞・貸出
条件緩和債
権（要管理
先）

５６億円（2.3％）

（83.3％）
１，９７７億円

３４２億円（14.4％）

破 綻 懸 念 先
開示額1,587億円

実 質 破 綻 先

開 示 額 3 9 0 億 円

リスク管理債権から貸倒引当金（貸借対照表上の金額）と担保保証による保全部分を控除した
額の貸出金に対する比率は０．２８％（１７年９月末）

会計上の対応（貸倒引当金）による健全性の維持

～部分直接償却を実施した場合の１４０億円と、信用保証協会の保証付貸出金の８７１億円を控除した場合のリスク管理債権総額は１，３６４億
円となり、部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は２．６４％（１７年３月末比▲０．２５ポイント）となる

カバー率８２．６％（１７年３月末比 ＋１．４ポイント）

２，３７５億円

平成１７年９月末のリスク管理債権の総額 ２，３７５億円（１７年３月末比 ▲１２４億円）

リスク管理債権比率４．５９％（１７年３月末比 ▲０．３６ポイント）

・破綻懸念先以下 ▲８６億円

・貸出条件緩和債権
３カ月以上延滞債権 ▲３７億円

不良債権の

オフバランス化実績

不良債権の

オフバランス化実績

２，７８７

▲１，０３７

（▲７７８）

＋１，３３４

（＋７５９）

１４年度

２，８０４

▲８０６

（▲６８０）

＋８２３

（＋７１１）

１５年度

２，３７５２，４９９リスク管理債権

▲４５８

（▲３７８）

▲８６４

（▲５７１）

オフバランス化

(うち破綻懸念先以下)

＋３３４

（＋３３４）

＋５５９

（＋５５９）

新規発生

（基準変更要因除き）

１７年度上期１６年度

（億円）
〔内訳〕 （ ）内はカバー率

２１４（83.6％）破綻懸念先

３１（100％)実質破綻先・破綻先

８９（55.4％)要管理先

（億円）

本人弁済・預金相殺 １１３億円

担保処分・代位弁済 １１４億円

格 上 ６０億円

債権売却 ７０億円

直接償却 ２１億円

３
７
８
億
円
の内

訳

〈１７年９月末リスク管理債権の状況〉
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貸出金の状況①

49,695

33,856

49,803

34,436

50,410

34,900

51,700

35,385

16年3月 16年9月 17年3月 17年9月

銀行全体
うち静岡県内

平成１７年度上期総貸出金残高（平残）は５０，９６７億円と前年同期比＋９１８億円の増加

うち個人向け貸出金残高（平残）は１５，１７３億円と同＋９６１億円増加

中小企業向け貸出金残高（平残）は２１，２２５億円と同＋４４４億円増加

低採算の中央政府・債権流動化・公社は５５３億円と同▲９９９億円減少

総 貸 出 金 残 高 （ 平 残 ） の 推 移 総 貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） の 推 移

49,447

33,186

10,976

50,163

34,118

10,193

50,967

34,622

10,116

15年度 16年度 17年度上期

銀行全体 うち静岡県内 大企業・中央政府向

（億円）

50,049

33,807

10,453

50,278

34,431

9,932

50,967

34,622

10,116

16年度上期 16年度下期 17年度上期

銀行全体 うち静岡県内 大企業・中央政府向

（億円） （億円）

静岡県内の金融機関における（地銀、大手銀、
第二地銀、信金）シェア（末残）

●

●
● ● ●32.6％

32.9％ 32.9％
33.0％

5
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＋８１５

＋１，２９０
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貸出金の状況②

32,722

19,819

32,971

20,017

33,269

20,063

15年度 16年度 17年度上期

銀行全体 うち静岡県内

13,614

11,455

14,442

12,227

15,173

12,861

15年度 16年度 17年度上期

銀行全体 うち静岡県内

20,242

16,535

20,949

16,909

21,225

17,025

15年度 16年度 17年度上期

銀行全体 うち静岡県内

32,931

19,855

10,111

33,012

20,180

9,775

33,269

20,063

10,003

16年度上期 16年度下期 17年度上期

銀行全体 うち静岡県内 うち大企業

20,781

16,803

21,119

17,015

21,225

17,025

16年度上期 16年度下期 17年度上期

銀行全体

うち静岡県内

14,212

12,024

14,672

12,431

15,173

12,861

16年度上期 16年度下期 17年度上期

銀行全体
うち静岡県内

企 業 向 け 貸 出 金 残 高 （ 平 残 ） の 推 移 個 人 向 け 貸 出 金 残 高 （ 平 残 ） の 推 移

（億円） （億円） （億円）

折線ｸﾞﾗﾌ／日銀発表による静岡県内の金融機関貸出
（地銀、第二地銀、信金の計）

当行の県内
貸出年率
（末残）

県内の金
融機関貸
出年率（末

残）

（億円） （億円） （億円）

うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移

＋
0.6％＋1.1％

＋1.2％

●

●
●

▲1.8％

▲0.3％

■

■ ■

▲0.4％

地方公社除く

6
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有価証券の状況

有 価 証 券 平 均 残 存 期 間 の 推 移

有価証券の平均残存期間は円貨債券が２．４６年、外貨債券が１．９３年と短期を維持

平成１７年９月末の株式・債券・投資信託等の有価証券の評価損益は＋２，１８０億円と１７年３月末比 ＋５３８億円、うち株式
評価損益は＋２，１０９億円と１７年３月末比 ＋５９２億円増加

482

1,459 1,517

2,109

15年3月末 16年3月末 17年3月末 17年9月末

うち株式
有価証券評価損益の推移

（億円）

658

1,615 1,642

6,297

2,108

3,600

761
6,716

3,843
2,878

3,510

850

9,369

4,864

2,931

3,859

1,431
8,871

5,597

3,571

4,321

1,930
7,866

１５年３月末 １６年３月末 １７年３月末 １７年９月末

その他 株式 社債 地方債 国債（「その他」には外貨債券を含む）

有 価 証 券 残 高 の 推 移

平成１７年９月末の有価証券残高は２３，２８５億円と１７年３月末比 ＋１，３２９億円増加

１．４３年

２．１４年

１６年３月末

２．０７年

２．３９年

１７年３月末

２．４６年２．３５年円 貨 債 券

１．９３年１．０２年外 貨 債 券

１７年９月末１５年３月末

11，715.39円 11，668.95円 13,574.30円7，972.71円日 経 平 均 株 価

19,482 20,450 21,956 23,285

2,180

（億円）
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△１，００５
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＋５９２



63,446

55,140

63,688

55,746

63,844

56,247

15年度 16年度 17年度上期

国内店 静岡県内

● ●
36.3％ 36.1％

●
35.9％

静岡県内の金融機関における
（地銀、大手銀、第二地銀、信
金）シェア（末残）

うち個人預金

46,980

42,200

47,296

42,634

47,507

42,899

46,398

14578
277

5,487

492

723

46,764

11504
255

5,569

1,576

1,222

47,166

12440
260

5,530

2,136

1,652

16年3月 17年3月 17年9月

55,000

0

50,000

53,969

55,901

57,196

静銀ﾃｨｰｴﾑ証
券

個人年金保
険

公共 債

円貨預金

投資信託

外貨預金

譲渡性

預金

預金・預り資産の状況
平成１７年度上期の国内営業店預金残高（平残）は６３，８４４億円（１６年度比 ＋１５６億円）、うち個人預金残高（平残）は４７，５
０７億円（同 ＋２１１億円）、静岡県内預金残高（平残）は５６，２４７億円（同 ＋５０１億円）と増加

総預金残高（平残）は採算を重視し、オフショア預金・金融預金を減少させたため、６６，２９０億円（１６年度比▲４９６億円）と減
少

平成１７年９月末の静銀ティーエム証券㈱を含む個人預り資産残高は５７，１９６億円（１７年３月末比 ＋１，２９５億円）

円貨預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高（静銀ティーエム証券㈱を含む）は１０，０１８億円（１７年３月末比＋８９２億
円）と、はじめて１兆円を突破

預 金 残 高 （ 平 残 ） 推 移

（億円）

個 人 預 り 資 産 （ 末 残 ） 推 移

（億円）

９
、
１
２
６
億
円

１
０
、
０
１
８
億
円

７
、
５
５
７
億
円
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フィー収益
フィー収益は、保険窓販・デリバティブ販売の増加などにより順調に推移

保険窓販は、引き続き高収益の変額年金を中心に高水準を維持（17年度上期 地銀販売額第1位）

ストラクチャードファイナンスチームを設置し、先進的金融分野への取組みを強化

89

88

107

13
13

100

104

(22)

(222)

16年度 17年度 (19年度)※

銀行下期
銀行上期
静銀ﾃｨｰｴﾑ証券下期
静銀ﾃｨｰｴﾑ証券上期

フィー収益（銀行・静銀ティーエム証券）フィー収益（銀行・静銀ティーエム証券）

418

666

560

620

 

16年度 17年度 (19年度)※

下期
上期

保 険 窓 販 額保 険 窓 販 額

手数料収入

36

45

230
212

（244）

先進的金融分野（法人部門）収益先進的金融分野（法人部門）収益

7

15

14

11

16年度 17年度 (19年度)※

下期
上期

16.2％

15.8％ ●

ﾌｨｰ収益比率（銀行単体）

●

●

●

1,180
1,084 （1,100）

25
22

（29）

（42）
●

9

（億円）
（億円）

（億円）

※当初計画

＋１２

195

17

204

26



業績予想

（注）上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり潜在的なリスクや不確実性が含まれております。したがいま
して、実際の業績は、さまざまな要因によりこれらの業績予想数値とは異なる可能性があります。

＋３０３０－一般貸倒引当金繰入額（△）

＋５２

（＋１０）△５５

△９１
△５６

△１２５

（＋３５）＋１５

△１３

△３４

＋１１

△７

＋５

＋３
＋９

＋１２

＋２８

＋８９

前年度比

２９５（２８５）３５０当期純利益

７３２１与信費用 （△）

９１
５６

１１８

（４５５）４７５

２３

７７

５１９

５０７

７２６

１，０４７
１９５

△１２

１，２３３

１，５６１

１６年度実績

４３不良債権処理額 （△）

５３０基礎的業務純益

－
－

うち厚生年金基金代行返上関連利益
うち貸倒引当金取崩額

△７特別損益

１，６５０経常収益

４９０経常利益

業務純益

経 費 （△）

１０株式等関係損益

５００

７３１

１，０５０
２０４

０

うち資金利益
うち役務取引等利益・特定取引利益
うち国債等債券関係損益

１，２６１業務粗利益

１７年度予想
【静岡銀行単体】

（億円）

△５０

＋２０

＋１１０

前年度比

１，９５０１，８４０経常収益

３５５

５１０

１６年度実績

５３０経常利益

当期純利益 ３０５

１７年度予想
【連 結】

（注）16年度実績の経常利益・当期純利益の（ ）内は、厚生年金の代行返上、新年金制度移行にともなう利益を除

いた数値

経常収益 前期比 ＋８９億円増収

業務粗利益 前期比 ＋２８億円増益

業務純益 前期比 △ ７億円減益

基礎的業務純益 前期比 ＋１１億円増益

当期純利益 前期比 △５５億円減益

（特殊要因除き※ 前期比＋１０億円増益）

連結経常収益 前期比 ＋１１０億円増収

連結経常利益 前期比 ＋ ２０億円増益

連結当期純利益 前期比 △ ５０億円減益

経常利益 前期比 ＋１５億円増益

トップライン拡大

基礎的業務純益増加

経常利益過去最高額更新

当期純利益特殊要因除き増益

10



第9次中期経営計画への取組み（計画期間17～19年度）

信頼され選ばれる総合金融グループ信頼され選ばれる総合金融グループ

目指すべきグループ像目指すべきグループ像

資本戦略・・・株 式 時 価 総 額 の 拡 大

企業文化・人材戦略・・・顧 客 指 向 で 活 力 あ る 企 業 風 土 の 確 立

ＩＴ戦略・・・顧 客 ・ 経 営 情 報 基 盤 の 構 築

事務戦略・・・ｼ ﾝ ﾌ ﾟ ﾙ な 業 務 ﾓ ﾃ ﾞ ﾙ の 確 立 （ 業 務 運 営 の 標 準 化 ）

営業戦略・・・ﾄ ｯ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ﾝ の 強 化 （ 業 務 粗 利 益 の 拡 大 ）

ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営戦略・・・ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ の 連 携 強 化 と 各 社 の 自 立 性 強 化

第９次中期経営計画における基本戦略第９次中期経営計画における基本戦略

510
(490) 355

(290 )

530

305

600以上

350以上

16年度 17年度 19年度

経常利益 当期純利益

519 530

700以上

16年度 17年度 19年度

連結収益
（経常利益、当期純利益）

単体収益（基礎的業務純益）

※（ ）内は厚生年金基金の代行返上、新年金制度移
行に伴う利益を除いた数値

企業の社会的責任（ＣＳＲ）を活動の基本に
位置づけグループの持続的発展をめざす

ＣＳＲ推進体制の強化

すべてのステークホルダーの満足度向上
コンプライアンスの確立

（億円）

（億円）

11



当行グループの経営課題

信
頼
さ
れ
選
ば
れ
る
総
合
金
融
グ
ル
ー
プ

12

・ 成長企業、成長分野への取組み

・「目利き能力」

・ 成長企業、成長分野への取組み

・「目利き能力」

次世代の中核となる取引先の開拓（法人）

・ 高齢者市場の開拓

・ クレジットカードの本体発行 ・ＣＲＭ

・ 高齢者市場の開拓

・ クレジットカードの本体発行 ・ＣＲＭ

ポ ス ト 住 宅 ロ ー ン （ 個 人 ）

・収益力強化 ・シナジー ・標準化・収益力強化 ・シナジー ・標準化

グ ル ー プ 会 社 の 自 立

・ 従業員の市場価値の向上 ・女性の登用・ 従業員の市場価値の向上 ・女性の登用

人 材 の 強 化 ・ 活 用

コ ン プ ラ イ ア ン ス の 徹 底

資 本 政 策

・ リスク管理の高度化と戦略的活用

・現場におけるリスク管理能力の向上

・ リスク管理の高度化と戦略的活用

・現場におけるリスク管理能力の向上

ローリスクローリターンビジネスモデルからの脱却



ﾛｰﾘｽｸ・ﾛｰﾘﾀｰﾝﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙからの脱却

リスクをコントロールしながらリターンを追求
13

リスク・リターン（コスト）に見合った最適なチャネルの提供

収益の見込める地域への積極的出店と店舗の統廃合、成長分野への戦略的人員配置などによる
経営資源の適正な配分

市場特性に応じた店舗の役割、ミッションの明確化

ビジネスステーションの機能強化による小口層への効率的なリモート営業の強化

～リスク・リターンによりセグメント化した市場ごとのチャネル整備

リ ス ク 管 理 の 高 度 化 に よ る 戦 略 的 ツ ー ル の 活 用

ミドルリスク、ハイリスク層向けの戦略的商品投入による新たな市場の開拓
リスク管理に基づくポートフォリオ型融資、ファンドなどの活用
スコアリング審査システムの活用による審査の効率化
現場におけるリスク感応度の向上によるコストに見合ったリターンの獲得

営 業 力 の 強 化 、 ロ ー コ ス ト 化 に よ る 付 加 価 値 の 向 上

ＢＰＲの推進による行員のフロント化
・付加価値の高い業務への行員の投入（ﾌﾛﾝﾄ化）と営業店ﾊﾞｯｸ業務の担い手変更（臨時労働力）によるﾛｰｺｽﾄ化

行員のレベルアップによる付加価値の高い営業の実践と総合取引採算の改善
ＩＴ戦略によるＢＰＲの推進および戦略的な情報活用による営業支援の強化
低位格付先へのサポート強化



次世代の中核となる取引先の開拓（法人）

創
業
・
成
長
期

成

熟

期

17
年
上
期

３
２
３
件
（前
年
同
期
比
＋
１
９
２
件
）

融
資
額
２
５
５
億
円
（同
＋
１
７
２
億
円
）

しずぎん投資ﾌｧﾝﾄﾞ「飛翔」（3号ﾌｧﾝﾄﾞ） 総額10億円 ⇒ 17年上期 4社99百万円

新 連 携 県内認定案件5件すべてに関与（全国101件）

成長分野への対応強化 医療・介護・環境・災害対策、アグリビジネス

Ｉ Ｐ Ｏ

Ｍ＆Ａ仲介 17年上期 成約件数3件（契約件数14件）

経営改善支援 17年上期 対象先107社中16社を格上げ

地域再生 地域のリーディングバンクとして、行政・地域社会と一体となった地
域活性化への取組み ⇒ 伊豆「恋人の里づくり」プロジェクト

企業再生ファンド“パートナー” / 17年上期 5件・5億円（累計7社・12億円）
うち当行案件 ⇒ 2件・3億円

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ

外部の専門機関との連携強化

東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ・しずおか新産業技術ﾌｪｱ合同出展東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ・しずおか新産業技術ﾌｪｱ合同出展 中小企業再生支援協議会中小企業再生支援協議会

顧問技術士顧問技術士 しずおか産業創造機構しずおか産業創造機構 県内17大学･高専と提携県内17大学･高専と提携

静岡銀行グループの総合力を発揮し、あらゆるステージにおいて企業をサポート

静銀経営コンサルティング静銀経営コンサルティング 静岡キャピタル静岡キャピタル 静銀ティーエム証券静銀ティーエム証券 静銀リース静銀リース

14



ポスト住宅ローン（個人）

無担保ローンの強化

11,805
12,900

15,400

16年度 17年度 19年度

住宅関連ﾛｰﾝ住宅関連ﾛｰﾝ

（億円）

6
11

17

16/上 16/下 17/上

新型ﾘﾌｫｰﾑﾛｰﾝ新型ﾘﾌｫｰﾑﾛｰﾝ

（億円）

22
28

35

16/上 16/下 17/上

教育ﾛｰﾝ教育ﾛｰﾝ

（億円）

17
20

23

16/上 16/下 17/上

新型ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ新型ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ

（億円）

71
75 76

72

63

H12年 H17年 H22年 H27年 H32年

〔静岡県内住宅メインマーケット人口推移〕

（30～44歳世帯主・住宅購入率より推定）

顧客の囲い込み 静岡鉄道との
業務提携

高齢化社会への対応

相続対策

リバースモーゲージローン

退職金をターゲットとした保険商品

静岡県内団塊世代
退職金 マーケット

推定 約２兆円

クレジットカードの本体発行 ～決済機能の活用
若年ﾏｽ層の囲い込みと収益化

活性化口座の獲得推進 ～ＣＲＭの活用、クロスセルの強化

（千人）

高齢化社会の進展 ⇒ 住宅関連ﾛｰﾝに代わる収益源を開拓

15



支店営業部門の収益構造と量的緩和政策解除の影響

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

法人部門 公共部門

業務粗利益

経費
・

信用ｺｽﾄ

経費・信用コスト
控除後収益

個 人

貸出取引先の収益性は高いが、純預金者のコス
トが大きく部門全体では不採算
ローンやフィー収入の増加で採算改善を推進また、
預金は預り資産やローン等のすべての取引の
ベース

個人部門

法 人

静岡銀行の収益の生命線
粗利益の拡大への取り組みを一段と強化

（億円）

１７年上期の状況

量的緩和（ゼロ金利）政策解除により資金収支は増加

長短金利が並行して１％上昇
ｼﾅﾘｵ３

「ﾊﾟﾗﾚﾙｼﾌﾄ」

長短金利差が拡大しながら上昇

１０年物金利１％上昇を想定

ｼﾅﾘｵ２

「ｽﾃｨｰﾌﾟ化」

平成１２年８月のｾﾞﾛ金利政策

解除時の長短金利上昇幅を使用

ｼﾅﾘｵ１

「ｾﾞﾛ金利解除」

〔うち個人純預金者〕〔うち個人債務者〕

（消費者ローン取引先）

57
37

59

86
106

123

91

132

172

204

232

48
39

25
12

0

50

100

150

200

250

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

ｼﾅﾘｵ１ ｼﾅﾘｵ2 ｼﾅﾘｵ３

（億円）

公 共

不採算部門
低金利貸出の縮少

手数料改善への取組み

年度ごとの資金収支増加額

16

310

131

179

3 5

▲2

186

228

▲42

-150

-50

50

150 123
27

96

-150

-50

50

150

63

201

▲139



グループ会社の自立
グループの連携強化によるシナジー効果の発揮・収益力の強化
コスト削減および外部収益の拡大
選択と集中の実施 ～グループ会社の事業領域・事業範囲の見直し・経営資源配分の適正化
グループ経営システムの標準化を通じたグループ外とのアライアンス拡大

17

13

22.5

1.7
4.0

7

経常収益 経常利益

17年度計画

上半期

19年度計画 19年度計画

静 銀 テ ィ ー エ ム 証 券

212

109

225

11
9

14

経常収益 経常利益

17年度計画

上半期

19年度計画

静 銀 リ ー ス

19年度計画

1.6 1.6

2.2

0.5

1.0 1.0

経常収益 経常利益

17年度計画

上半期

静 銀 経 営 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ

19年度計画 19年度計画

〔17年上期の主な取組事例〕 〔今後の方向性〕
・ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体の
証券顧客拡大

・預り資産増大

・県内ｼｪｱの拡大､
県外への対応強
化による収益力
の強化

・銀行との連携に

よるｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ﾆｰｽﾞの発掘

ﾘｰｽ事業：営業店紹介協調契約28億円
（前年同期比 ＋21億円）

CP発行（17年10月末 50億円）
(株)格付投資情報ｾﾝﾀｰ（R&I）よりCP格付（ａ‐1）を取得
（17年3月）

外債：ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社のみで世銀債の販売を完結（56百万㌦）

投信：新ｽｷｰﾑ【媒介販売】等によりｸﾞﾙｰﾌﾟで473億円
（前年同期比＋2.6倍）販売、

七夕気分150億円（7月）、
ｸﾘｽﾏｽ気分110億円販売予定（17年12月）

Ｍ＆Ａ：ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ14件実施（成約3件）

ＩＳＯ：ＩＳＯ１４００１（環境）認証維持支援業務を開始

《金融関連事業を営むｸﾞﾙｰﾌﾟ会社 》

《従属業務を営む100％子会社》 ～静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ、静銀総合ｻｰﾋﾞｽ、静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ

グループ会社を活用した事務の集中化およびローコスト化推進
他行庫からの受託業務の拡大による収益力強化

・外部収益拡大
・ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体のﾛｰｺｽﾄ化推進

～静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、静銀ﾘｰｽ、静銀ﾃｨｰｴﾑ証券、静銀ｷｬﾋﾟﾀﾙ、
静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ、静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ、静銀信用保証

（ｸﾞﾙｰﾌﾟ証券預り残高1
兆円をめざす）

17

（億円）

（億円）

（億円）



人材の強化

リーダーの育成
・全支店長対象のｺｰﾁﾝｸﾞ

ｾﾐﾅｰ実施

時差勤務の導入
・効率的な営業推進

・総労働時間の縮減 仕事と家庭の両立を支援
するインフラ等の環境を整備

・育児に関するサポート

・女性が働き続けられる

環境整備

女性の積極的登用

・女性支店長１３名 国内ﾄｯﾌﾟ水準

（Ｈ１７年９月現在）

・渉外､融資営業職１５０名
（２年間で２．５倍）

グループ内
スペシャリストの活用

・グループ会社間の適材配置

・グループ会社間人事異動

分野別ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄの育成

・証券アナリスト ５０名

・中小企業診断士 ３９名
・ＦＰ 約２，４００名
・会計士・税理士 ５名

・外部即戦力人材の投入

成長分野における
人材の強化

・生保販売資格
約３，０００名

・証券外務員（正会員）
約２，４００名

・行外派遣

従業員の市場価値向上

営 業 力 の 強 化
生 産 性 の 向 上
ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの向上

18



資本政策

平成17年3月末 平成19年度

ﾘｽｸ資本
3,400億円

戦略資本
1,800億円

リスク資本・・・フロント部門の収益獲得に使用

株式時価総額の拡大

ＩＲ活動の強化

海外ＩＲの継続実施

県内ＩＲ、個人投資家向けＩＲ
の強化 など

戦 略 的 活 用

アライアンス

インフラ整備（店舗・ＩＴ関連投資 他）など

配 当 政 策

17年度中間配当 １株あたり4円25銭

経営環境、利益水準を踏まえつつ地
最高水準の配当維持

リスク資本としての活用

貸出金を中心としたリスクアセットの積上げ

TierⅠ比率（単体）
17/3末 11.24％ ⇒ 17/9末 11.03％

TierⅠ比率（単体）
17/3末 11.24％ ⇒ 17/9末 11.03％

投資事業組合などのファンドへの出資

17～19年度収益
金

庫

株

の

取

得
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静岡県経済の強み（１）静岡県経済の強み（１）

〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中しており、全国的にも
高水準の経済力である

〈健全性〉静岡県内の企業倒産率は改善傾向にあり、健全で体力のある企業が多い。また、地公体の財政も全国的にみて健全である

２．３８％２．７４％３．２２％３．６５％〃 （全 国）

１０位１２位１５位５位〃 （低い方から順位）

－６３．７６２．４６２．８財務力指数 （静岡県）

－４１．１４０．８４０．６〃 （全 国）

－５位５位５位〃 （順 位）

１．４８％１．７６％２．１９％２．０３％信用保証協会代位弁済率（静岡県）

－９位５位２位〃 （低い方から順位）

－０．４５５％０．５４６％０．６５１％〃 （全 国）

－０．３５６％０．４０１％０．４３６％企業倒産率 （静岡県）

平成１７年度上期平成１６年度平成１５年度平成１４年度

参考資料１

注）企業倒産率は暦年ベース、それ以外は年度ベース

注）年度ベース

20

２，８４１，７０６２，７３７，３４４２，６９１，１６４国内製造品出荷額

－－１０位県内総生産の順位

１６６，９９８１５９，６３８１６１，６３７県内製造品出荷額 （億円）

３位３位３位県内製造品出荷額の順位

5,054,278（速報）５，０１２，５３５４，９７２，０３１国内総生産

－１５７，４７６１５８，５８９県内総生産 （億円）

平成１６年度平成１５年度平成１４年度



〈成長性〉静岡県はニュービジネスに取り組む企業も多く新しい産業が生まれている

〈地域の雇用・企業収益〉

－－３９０３８８〃 （全 国）

－－９位８位〃 （順 位）

※△４．２％＋１５．４％＋１４．１％＋４７．６％企業収益（前年比）（静岡県）

※ ＋３．４％＋２０．３％＋１４．４％＋１６．４％〃 （全 国）

－－３７５３７５月平均賃金 （静岡県） （千円）

０．９７倍０．８３倍０．６４倍０．５４倍〃 （全 国）

１．１２倍１．０４倍０．８８倍０．７７倍有効求人倍率 （静岡県）

平成１７年度上期平成１６年度平成１５年度平成１４年度

参考資料２
静岡県経済の強み（２）静岡県経済の強み（２）

注）有効求人倍率については年度末月ベース、月平均賃金は暦年ベース、それ以外は年度ベース ※ １７年度計画

※１： 旧中小企業創造法に基づく認定企業 ※２：中小企業新事業活動促進法に基づく承認・認定企業

注）工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース

21

５新連携認定企業数（※２） （静岡県）

１０１〃 （全 国）

２９８１６０５３工場立地件数（静岡県）

６８７１，３０５１，０５２８４４〃 （全 国）

５位１位１位１位〃 （順 位）

５２１７４１９１１１９経営革新計画承認企業数（※２） （静岡県）

１，６８６４，３２２３，９９５３，３４１〃 （全 国）

９位７位６位８位〃 （順 位）

５位４位３位〃 （順 位）

２１４１１０８研究開発事業計画認定企業数（※１） （静岡県）

平成１７年度上期平成１６年度平成１５年度平成１４年度



参考資料３
◆債務者区分の遷移状況① 〈与信残高（１７年３月～９月）〉

▲ 1,523▲ 63▲ 41▲ 37▲10+288+2,579+1,193回収実行等

1,5231194381,6326927,07140,22551,700合 計

159600020113破 綻 先

9.86％

2.35％

0.16％

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率

Ｅ／Ａ

19

9

16

個別貸倒

引当金繰入額

Ｆ

63

167

66

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ額

Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

Ｅ

2.97％

0.13％

0.04％

繰入率

Ｆ／Ａ

17年９月末
残 高

実質破綻先

破綻懸念先

要 管 理 先

要 注 意 先

正 常 先

１７年９月末当初残高
Ａ

17年３月末

－563991,5946827,35942,80352,893

75236470101459

756531,36535441,560

910624926510639

9610141431745,6769887,101

1,2534755231,26439,22241,828

そ の 他
（ 注 ２ ）

破綻先

Ｄ

実質破綻先

Ｃ

破綻懸念先

Ｂ

要 管 理 先要 注 意 先正 常 先

〈表の見方〉

１７年３月末要注意先残高７，１０１億円のうち、１７年９月末時点で５，６７６億円は要注意先のままであり、
９８８億円が正常先となったことを示す

（注１）計上基準：与信残高は１７年３月末の残高を使用し、１７年９月末までの間の与信額の増減は考慮せず

（注２）その他については１７年９月末時点で取引解消、オフバランス化しているものを計上

（注３）残高は、未収利息、貸出金に準じる仮払金は含まない

（億円、％）
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要注意先から破綻懸念以下へ遷移した
割合（デフォルト率）は２．３５％である
が、担保、保証等によるカバー率の高さ
により信用コスト発生の割合は０．１３％
と低い

要注意先から要管理先以下への遷移額合計は３４１億円であり、正常先への遷移金額が上回っている



参考資料４
◆債務者区分の遷移状況② 〈与信残高（１６年９月～１７年９月）〉

2,3811324671,6656876,82138,85951,013合 計

▲ 2,381▲77▲ 67▲ 71▲5+538+3,945+1,880回収実行等

48300001079破 綻 先

26.37％

3.63％

0.26％

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率

Ｅ／Ａ

65

22

31

個別貸倒

引当金繰入
額

Ｆ

260

262

105

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ額

Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

Ｅ

6.59％

0.30％

0.08％

繰入率

Ｆ／Ａ

17年９月末
残 高

実質破綻先

破綻懸念先

要 管 理 先

要 注 意 先

正 常 先

１７年９月末当初残高

Ａ

16年９月末

－563991,5946827,35942,80352,893

154631716182504

11678881,10289171,491

1411324649716056986

33611372141485,0051,4717,223

1,71361287331,55637,32340,730

そ の 他

（ 注 ２ ）

破綻先

Ｄ

実質破綻先

Ｃ

破綻懸念先

Ｂ

要 管 理 先要 注 意 先正 常 先

（注１）計上基準：与信残高は１６年９月末の残高を使用し、１７年９月末までの間の与信額の増減は考慮せず

（注２）その他については１７年９月末時点で取引解消、オフバランス化しているものを計上

（注３）残高は、未収利息、貸出金に準じる仮払金は含まない

（億円、％）
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参考資料５
＜ 平 成 17年 9月 末 の 自 己 査 定 結 果 、 金 融 再 生 法 開 示 債 権 、 リ ス ク 管 理 債 権 ＞

 

 

（ 億 円 、 ％ ）

自 己 査 定 分 類 区 分 （ 対 象 ： 貸 出 金 等 与 信 関 連 債 権 ） 金 融 再 生 法 に 基 づ く 開 示 債 権 リ ス ク 管 理 債 権

引 当 額 保 全 率 対 象 ： 要 管 理 債 権 は 貸 出 金 の み 対 象 ： 貸 出 金

（その他は貸出金等与信関連債権）

破 綻 先 債 権

56 8 破 産 更 生 債 権 及 び 56

〈27〉 こ れ ら に 準 ず る 債 権 〈27〉

254 200 100% 455

399 94 〈307〉 延 滞 債 権

〈280〉

1,977

1,594 1,021 312 1,122 212 83.6% 〈1,866〉

要管理先の保全額

385 72 66.9% 要 管 理 債 権
要 管 理 先

160 523
要 管 理 先 の う ち 要 管 理
債 権 に 対 す る 保 全 額 （ 貸 出 金 の み ）

683 153 36 55.4% 342

要 注 意 先
要 管 理 先 の う ち 要 管 理
債 権 以 外 の 保 全 額

232 36 78.5%

8,048

要 管 理 先
以 外 の 要
注 意 先

要 管 理 先 以 外 の 要
注 意 先 保 全 額

7,365 3,458 3,907 4,996 160 70.0%

正 常 先
42,835

合 計 非 分 類 合 計 Ⅱ 分 類 合 計 Ⅲ 分 類 合 計 Ⅳ 分 類 合 計 合 計 合 計
52,932 47,827 4,844 261 － 52,932

〈52,784〉 〈47,679〉 （264） （148） 709 〈52,784〉

（ 注 １ ） 貸 出 金 等 与 信 関 連 債 権 ： 貸 出 金 、 支 払 承 諾 見 返 、 外 国 為 替 、 貸 付 有 価 証 券 、 未 収 利 息 、 貸 出 金 に 準 ず る 仮 払 金

（ 注 ２ ） 自 己 査 定 結 果 （ 債 務 者 区 分 別 ） に お け る （   ） 内 は 分 類 額 に 対 す る 引 当 額 で す 。 破 綻 先 ・ 実 質 破 綻 先 の Ⅲ ・ Ⅳ 分 類 は 全 額 引 当 し て お り ま す 。

（ 注 ３ ） 当 行 は 部 分 直 接 償 却 は 実 施 し て い ま せ ん が 、 実 施 し た 場 合 の 与 信 残 高 を 〈   〉 内 に 記 載 し て お り ま す 。 部 分 直 接 償 却 ・ ・ ・ Ⅳ 分 類 148（ 破 綻 先 29・ 実 質 破 綻 先 119）

（ 注 ４ ） 要 注 意 先 に つ い て は 、 当 該 先 の 与 信 残 高 か ら 保 証 協 会 保 証 ・ 預 金 担 保 等 （ 優 良 担 保 ・ 保 証 ） を 控 除 し た 額 を す べ て Ⅱ 分 類 と し て お り ま す 。

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権
19

貸 出 条 件 緩 和 債 権
323

合 計   2,375

<2,235>

261
(212)

42,835 65

正 常 債 権

50,541

危 険 債 権
1,594

48
<19>

-
(8)

-
(29)

-
(44)

-
(119)

305
<186>

自 己 査 定 に お け る
債 務 者 区 分

実 質 破 綻 先

破 綻 先

破 綻 懸 念 先

担 保 ・ 保 証 等
に よ る 保 全 額非 分 類 Ⅱ 分 類 Ⅲ 分 類 Ⅳ 分 類

 ・ 総 与 信 に 占 め る 金 融 再 生 法 開 示 基 準 に よ る 不 良 債 権 の 割 合 4.51％ （ 部 分 直 接 償 却 を 実 施 し た 場 合 の 総 与 信 に 占 め る 割 合 4.24％ ）
 ・ 貸 出 金 に 占 め る リ ス ク 管 理 債 権 の 割 合 4.59％ （ 部 分 直 接 償 却 を 実 施 し た 場 合 の 貸 出 金 に 占 め る 割 合 4.33％ ）
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Ｂ Ｉ Ｓ 自 己 資 本 比 率 （ 連 結 ベ ー ス ）

9.559.85
12.58

13.98

5

10

15

20

１５／３末 １６／３末 １７／３末 １７／９末

TierⅠに占める税効果相当額の割合

10.1410.25
9.85

9.47

11.01
11.27 11.38 11.22

13.79
13.5313.60

12.42

8

9

10

11

12

13

14

15

１５／３末 １６／３末 １７／３末 １７／９末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

中核自己資本比率

（％）

（％）

日本公認会計士協会の繰延税金資産の回収可能性判断指針

によると、静岡銀行は第２区分に該当し、繰延税金資産の

計上について将来の課税所得見積り等の制限を受けない。

したがって、課税所得等に関する開示は行っていない

概ね５年間の課税所得の見積額を限
度に計上可能

特殊要因を除けば毎
期所得を計上してい
る会社等

〃

（特例）

翌期の課税所得見積額を限度に計上
が可能

重要な欠損金が存在
する会社等

第４区分

概ね５年間の課税所得の見積額を限
度に計上可能

業績が不安定な会社
等

第３区分

一時差異のｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞを行えば、金
額・見積期間に関わらず計上が可能

業績が安定している
会社等

第２区分

繰延税金資産の計上基準区分の内容例示区分

繰延税金資産の回収可能性の判断について

〈ご参考〉繰延税金資産の計上限度

参考資料６
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参考資料７
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保

証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意くだ

さい。
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